
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
反応容器内に一対の平行平板電極が配置された、薄膜形成用のプラズマ処理装置であって
、平行平板電極の一方の電極に高周波電力を給電するための高周波電力給電システムを含
み、前記高周波電力給電システムが、
　高周波電源と、
　インピーダンス整合回路と、
　前記高周波電源からの高周波電力を前記インピーダンス整合回路を介して平行平板電極
の一方の電極の給電点に給電するための高周波伝送手段であって、前記高周波伝送手段は
２つに分岐し、さらにそれぞれが２つに分岐した４つの伝送系統から成り、前記伝送系統
の各々は特性インピーダンスが実質的に等しいところの

　前記伝送系統に設けられた少なくともひとつの着脱自在な イン
ダクタンス調整手段と、から成ることを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項２】
請求項１に記載のプラズマ処理装置であって、前記高周波電力の周波数は２７ .１２ MHz以
上である、ところの装置。
【請求項３】
請求項１に記載のプラズマ処理装置であって、前記給電点は、前記一方の電極の表面上に
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高周波伝送手段であって、金属プ
レート及びインピーダンスが実質的に等しい中空銅管から成るところの高周波伝送手段と
、

フェライトコアから成る



その中心に関して回転対称な位置に設けられた４つの給電端子から成る、ところの装置。
【請求項４】
請求項１に記載のプラズマ処理装置であって、前記フェライトコアは前記中空銅管に挿着
可能な円環形状を有し、挿着する個数を選択することにより、前記伝送系統のインピーダ
ンスを調節することが可能である、ところの装置。
【請求項５】
請求項１に記載のプラズマ処理装置を使って、半導体基板上に炭素含有シリコン酸化膜を
形成する方法であって、
　フェライトコアの個数を調節して各伝送系統の特性インピーダンスを均一に調整する工
程と、
　半導体基板を所定の温度に加熱する工程と、
　アルコキシシリコン化合物及び不活性ガスを含む反応ガスを反応室内に導入する工程と
、
　反応室内部を所定の圧力に制御する工程と、
　２７ .１２ MHz以上の高周波電力を一方の電極に印加する工程と、
から成る方法。
【請求項６】
請求項１に記載のプラズマ処理装置を使って、半導体基板上に炭素含有シリコン酸化膜を
形成する方法であって、
　フェライトコアの個数を調節して各伝送系統の特性インピーダンスを均一に調整する工
程と、
　半導体基板を所定の温度に加熱する工程と、
　アルキルシリコン化合物、酸素含有ガス及び不活性ガスを含む反応ガスを反応室内に導
入する工程と、
　反応室内部を所定の圧力に制御する工程と、
　２７ .１２ MHz以上の高周波電力を一方の電極に印加する工程と、
から成る方法。
【請求項７】
請求項１に記載のプラズマ処理装置を使って、半導体基板上に窒素含有シリコンカーバイ
ド膜を形成する方法であって、
　フェライトコアの個数を調節して各伝送系統の特性インピーダンスを均一に調整する工
程と、
　半導体基板を所定の温度に加熱する工程と、
　アルキルシリコン化合物、アンモニア及び不活性ガスを含む反応ガスを反応室内に導入
する工程と、
　反応室内部を所定の圧力に制御する工程と、
　２７ .１２ MHz以上の第１の高周波電力及び３００ kHzから５００ kHzの第２の高周波電力
を重畳して一方の電極に印加する工程と、
から成る方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本願は半導体基板若しくはガラス基板上に薄膜を形成するためのプラズマ処理装置に関し
、特に、放電電極に高周波電力を均等に給電する高周波電力給電システムに関する。
【０００２】
【従来技術】
近年、 LSI装置の高速化を図るために、金属配線材料としてアルミニウムより電気抵抗の
小さい銅が採用されるようになってきた。また同時に信号遅延の原因となる配線間容量を
低減するために層間絶縁膜材料として低誘電率の炭素含有シリコン酸化膜が採用されるよ
うになってきた。この炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法では、所定の形成膜構造体
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を実現するために、シロキサン構造を有する原材料と２７ .１２ MHzの高周波電力が利用さ
れている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
【特許文献１】
米国特許出願公開第２００１ /００４６５６７号明細書
【０００４】
従来利用されてきた１３ .５６ MHzの高周波電力は、シロキサン構造を有する原材料ガスの
分解を促進し、反応ガスが半導体基板上に到達する前にシロキサン構造を分解してしまう
。それに対して、２７ .１２ MHzの高周波電力は、原材料ガスが有するシロキサン構造を破
壊することなく半導体基板上にシロキサン構造を有する炭素含有シリコン酸化膜を形成す
ることができる。
【０００５】
また、銅の拡散を防止するためのバリア膜として、比誘電率が７程度のシリコン窒化膜が
使用されてきたが、比誘電率が４～５程度のシリコンカーバイド膜が現在使用され始めて
いる。シリコンカーバイド膜の形成にはシリコンと炭素との結合を分子内に有するアルキ
ルシリコン化合物が原材料ガスとして用いられる。反応ガスの分解が促進されすぎると、
反応ガス分子のアルキル基から水素が放出され、膜中に取り込まれる。その結果、シリコ
ンカーバイド膜のリーク電流は１×１０ - 7 A/cm2 (リーク電流測定用にシリコンカーバイド
膜に印加する電場を 2MV/cmとした時 )程度の高い数値を示すようになり、金属配線間で電
流のリークが発生してしまう。シリコンカーバイド膜のリーク電流値を低減するには、反
応ガスのアルキル基の水素を解離させないために比較的高い２７ .１２ MHzの高周波電力を
利用するのが有効である。
【０００６】
さらに、 LSI装置の生産コストを低減するために、近年直径３００ mmの半導体基板が使用
され始めた。それに伴い、大面積での処理の均一性が要求されるようになった。特に、一
枚若しくは複数枚の半導体基板を反応炉内で処理する平行平板型プラズマ処理装置（例え
ば、プラズマ CVD装置、プラズマエッチング装置）では半導体基板全面にわたり、温度分
布の均一性及び電極間プラズマの均一性が要求される。２７ .１２ MHz以上の高周波電力を
使用する大面積の平行平板電極では、定在波の影響による電圧分布のために電場分布が不
均一になる（例えば、非特許文献１参照）。
【０００７】
【非特許文献１】
D.Heらによる「 Longitudinal voltage distribution in transverse rf discharge waveg
uide lasers」 J. Appl.Phys. 54(8), 1983年 8月 , p.4367
【０００８】
この電場分布の不均一性は、半導体基板１枚の中に形成される膜の成長速度の不均一性と
なり、半導体基板全面にわたり厚さが均等な膜を得ることができなくなる。この問題を解
決するために、同じ長さ及び同じ特性インピーダンスを有する複数の同軸ケーブルを用い
て高周波電力を分配し、放電電極の複数の給電点に均等になるように高周波電力を印加す
る方法が考案された（例えば、特許文献２及び３）。この方法により±１０％以下の膜厚
均一性が達成された。
【０００９】
【特許文献２】
特許第３３３２８５７号明細書
【００１０】
【特許文献３】
米国特許第６３５３２０１号明細書
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、近年の LSI装置の製造装置に求められる膜厚均一性は、直径３００ mmの半導体基
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板において±３％以下である。インピーダンス整合器から放電電極までを同じ長さ及び同
じ特性インピーダンスを有する同軸ケーブルで接続しても、高周波伝達経路の各特性イン
ピーダンスは、高周波伝送経路とその周囲部品との間に生じる浮遊容量及び／または同軸
ケーブルの特性誤差に起因した特性インピーダンスの個体差により、実質的に同一とはな
らない。また各同軸ケーブルと給電点との接続部でも損失の個体差が生じてしまう。その
結果、電場が不均一となり、膜厚均一性が±１０％程度となって、現在の LSI装置に求め
られる±３％以内を達成することはできない。
【００１２】
したがって、本発明の目的は、直径３００ mmの大面積半導体基板上への成膜において±３
％以下の膜厚均一性を達成することができるプラズマ処理装置を与えることである。
【００１３】
また、本発明の他の目的は、２７ .１２ MHzの高周波電力を使って、誘電率が低くかつ機械
的強度が高い炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法を与えることである。
【００１４】
さらに、本発明の他の目的は、２７ .１２ MHzの高周波電力を使って、誘電率が低くかつリ
ーク電流の小さい窒素含有シリコンカーバイド膜を形成する方法を与えることである。
【００１５】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明に係るプラズマ処理装置は以下の手段から成る。
【００１６】
本発明に係る反応容器内に一対の平行平板電極が配置された、薄膜形成用のプラズマ処理
装置は、平行平板電極の一方の電極に高周波電力を給電するための高周波電力給電システ
ムを含み、該高周波電力給電システムが、
高周波電源と、
インピーダンス整合回路と、
インピーダンス整合回路を介して高周波電源からの高周波電力を平行平板電極の一方の電
極の給電点に給電するための高周波伝送手段であって、高周波伝送手段は２つに分岐し、
さらにそれぞれが２つに分岐した４つの伝送系統から成り、伝送系統の各々は特性インピ
ーダンスが実質的に等しいところの高周波伝送手段と、
伝送系統に設けられた少なくともひとつの着脱自在なインダクタンス調整手段と、から成
ることを特徴とする。
【００１７】
具体的にはインダクタンス調整手段は、フェライトコアである。
【００１８】
また、具体的には高周波伝送手段は、金属プレート及びインピーダンスが実質的に等しい
インダクタから成る。
【００１９】
好適には、高周波電力の周波数は２７ .１２ MHz以上である。
【００２０】
また好適には給電点は、一方の電極の表面上にその中心に関して回転対称な位置に設けら
れた４つの給電端子から成る。
【００２１】
さらに好適には、インダクタは中空銅管から成り、フェライトコアを挿着する個数を選択
することにより、伝送系統のインピーダンスを調節することができる。
【００２２】
一方、本発明に係るプラズマ処理装置を使って、半導体基板上に炭素含有シリコン酸化膜
を形成する方法は、
フェライトコアの個数を調節して各伝送系統の特性インピーダンスを均一に調整する工程
と、
半導体基板を所定の温度に加熱する工程と、
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アルコキシシリコン化合物及び不活性ガスを含む反応ガスを反応室内に導入する工程と、
反応室内部を所定の圧力に制御する工程と、
２７ .１２ MHz以上の高周波電力を一方の電極に印加する工程と、
から成る。
【００２３】
ここで、反応ガスとしてアルコキシシリコン化合物の替わりにアルキルシリコン化合物及
び酸素含有ガスの混合物を使用してもよい。
【００２４】
本発明に係るプラズマ処理装置を使って、半導体基板上に窒素含有シリコンカーバイド膜
を形成する方法は、
フェライトコアの個数を調節して各伝送系統の特性インピーダンスを均一に調整する工程
と、
半導体基板を所定の温度に加熱する工程と、
アルキルシリコン化合物、アンモニア及び不活性ガスを含む反応ガスを反応室内に導入す
る工程と、
反応室内部を所定の圧力に制御する工程と、
２７ .１２ MHz以上の第１の高周波電力及び３００ kHzから５００ kHzの第２の高周波電力を
重畳して一方の電極に印加する工程と、
から成る。
【００２５】
【発明の実施の態様】
以下、図面を参照しながら、本発明を詳細に説明する。図１は本発明に係るプラズマ処理
装置の好適実施例の断面略示図である。半導体基板上に薄膜を形成するためのプラズマ処
理装置 1は、反応室 2と、該反応室内にあって半導体基板 9を載置するためのサセプタ 3と、
該サセプタ 3に対向して平行に設置され半導体基板 9に反応ガスを均一に噴射するためのシ
ャワーヘッド 4と、該シャワーヘッド 4に高周波電力を給電するための高周波電力給電シス
テム 30と、反応室 2内部を排気するための排気口 20とから成る。
【００２６】
反応室 2の側面には開口部 19が設けられており、当該反応室 2はゲートバルブ 18を介して半
導体基板 9を搬入及び搬出するための搬送室（図示せず）と接続されている。
【００２７】
反応室 2内にあって、半導体基板 9を載置するためのサセプタ 3はアルミニウム合金で製作
されている。サセプタ 3の内部には、抵抗加熱型シースヒータ 26及び熱電対 7が埋設され、
外部の温度制御器 16と接続されている。抵抗加熱型シースヒータ 26によりサセプタ 3を加
熱し、熱電対で温度をモニターすることで半導体基板 9を所定の温度に制御することがで
きる。半導体基板 9が載置されるところのサセプタ 3はプラズマ放電のもう一方の電極を画
成するために接地 27されている。変形的に、アルミニウム合金製サセプタ 3の替わりに、
セラミックヒータを使用してもよい。その際、セラミックヒータは、半導体基板 9を反応
室 2内で直接保持するサセプタを兼ねる。該セラミックヒータは、抵抗加熱型ヒータを一
体焼結製作されたセラミック基体から成る。セラミック基体の素材としては、例えばフッ
素若しくは塩素系の活性種に耐久性を有する窒化物若しくは酸化物のセラミックがある。
セラミック基体は好適には窒化アルミニウムから成るが、酸化アルミニウム若しくは酸化
マグネシウムであっても良い。
【００２８】
反応室 2内にあって、上記サセプタ 3と平行に対向する位置にシャワーヘッド 4が設置され
ている。該シャワーヘッド 4の下面には反応ガスを基板 9に噴出するための数千個の細孔（
図示せず）が設けられている。シャワーヘッド 4のガス導入口 32には反応ガスを導入する
ためのガス導入管 14が接続されている。ガス導入管 14にはバルブ 6を介して反応ガス導入
配管 11が接続されている。反応ガス導入配管 11のガス流入ポート 5には、質量流量制御器
（図示せず）により所定の流量に制御された反応ガスが流入される。ガス導入管 14には、
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バルブ 15を介して遠隔プラズマ室 13が設けられ、反応室 2内部をクリーニングするための
クリーニングガスを活性化するために用いられる。遠隔プラズマ室 13には、クリーニング
ガスを供給するための配管が設けられ、その上流にはバルブ（図示せず）及び質量流量制
御器（図示せず）が設置されている。ガス流入ポート 12の数は、クリーニングガスの種類
に応じて決定される。
【００２９】
本発明に従って、シャワーヘッド 4に高周波電力を給電するための高周波電力給電システ
ム 30が与えられる。当該高周波電力給電システム 30は、以下に詳細に説明するように、高
周波電源 8、インピーダンス整合回路（例えば、自動インピーダンス整合器） 10及び高周
波伝送手段 22から成る。シャワーヘッド 4はプラズマ放電のもう一方の電極を画成するべ
く、高周波伝送手段 22、インピーダンス整合回路 10を介して高周波電源 8と電気的に接続
されている。サセプタ 3が高周波電源 8と接続される場合には、シャワーヘッド 4が接地さ
れる。高周波電源 8は、好適には２７ .１２ MHz以上の高周波電力を発生する。ここで、高
周波電源を複数設けることもできる。その場合、例えば第１の高周波電源は２７ .１２ MHz
の高周波電力を発生し、第２の高周波電源は３００ kHzから５００ kHzの高周波電力を発生
する。高周波電源 8で発生した高周波電力は、インピーダンス整合回路 10及び高周波伝送
手段 22を介してシャワーヘッド 4の給電点に印加される。
【００３０】
反応室 2内部には排気口 20が設けられており、該排気口 20は配管 17を通じて真空排気ポン
プ（図示せず）に接続されている。排気口 20と真空ポンプとの途中には反応室 2内部の圧
力を調節するためのコンダクタンス調整バルブ 21が設けられている。該コンダクタンス調
整バルブ 21は外部の制御装置 28に電気的に接続されている。好適には、反応室 2内部の圧
力を測定するために圧力計 29が設けられ、該圧力計 29は制御装置 28に電気的に接続されて
いる。
【００３１】
図２は、図１の高周波電力給電システム 30を拡大略示したものである。高周波電力給電シ
ステム 30は、高周波電源 8、インピーダンス整合回路 10及び高周波伝送手段 22から成る。
高周波電源 8は好適には２７ .１２ MHzの高周波電力を出力し同軸ケーブル 33を介してイン
ピーダンス整合回路 10に接続される。インピーダンス整合回路 10は可変コンデンサ 34及び
35から成る自動インピーダンス整合器であって、負荷側から反射される高周波電力（反射
電力）がゼロになるように反射電力検出回路（図示せず）の検出値に基づいて自動的に容
量を変化させ負荷インピーダンスを５０Ωに整合させることができる。インピーダンス整
合回路 10は同軸ケーブルを介して高周波伝送手段 22に接続される。高周波伝送手段 22は並
列に接続された２つの等価インダクタ 37、 38並びにインダクタ 37と直列でかつ互いに並列
に接続された等価インダクタ 41、 42及びインダクタ 38と直列でかつ互いに並列に接続され
た等価インダクタ 43、 44から成る。図２に示されるように、高周波伝送系統は、 1段目の
分岐点 36で２つに分割され、それぞれが２段目の分岐点 39及び 40でさらに２つに分割され
る。このようにして、インピーダンス整合回路 10から出力された高周波電力は４つに分割
され給電端子 46、 47、 48、 49へ給電される。各給電端子 46、 47、 48、 49は、シャワーヘッ
ド 4の上面に直接若しくは金属プレートを介して接続される。
【００３２】
本発明に係る高周波伝送手段 22の構成に従い、高周波電力は、以下の４つの伝送系統に分
割される。
【００３３】
第 1の高周波伝送系統：分岐点 36から、インダクタ 37を介し、分岐点 39を経てインダクタ 4
1を介し給電点 46へ至る。
【００３４】
第２の高周波伝送系統：分岐点 36から、インダクタ 37を介し、分岐点 39を経てインダクタ
42を介し給電点 47へ至る。
【００３５】
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第３の高周波伝送系統：分岐点 36から、インダクタ 38を介し、分岐点 40を経てインダクタ
43を介し給電点 48へ至る。
【００３６】
第４の高周波伝送系統：分岐点 36から、インダクタ 38を介し、分岐点 40を経てインダクタ
44を介し給電点 49へ至る。
【００３７】
これらの各高周波伝送系統において、それぞれのインピーダンス特性は実質的に等しい。
【００３８】
図３は、図２の高周波電力給電システム 30の変形例を示す。高周波電力給電システム 30´
は、第 1の高周波電源 8、第 2の高周波電源 51、インピーダンス整合回路 10´及び高周波伝
送手段 22から成る。第 1の高周波電源 8は好適には２７ .１２ MHzの高周波電力を出力し、第
2の高周波電源 51は好適には３００ kHzから５００ kHzの高周波電力を出力する。インピー
ダンス整合回路 10´は可変コンデンサ 34及び 35から成る自動インピーダンス整合器部と、
それと並列に設けられたコンデンサ 53及びコイル 52から成るバンドパスフィルタ部から成
る。第 1の高周波電源 8は同軸ケーブルを介してインピーダンス整合回路 10´の自動インピ
ーダンス整合器部に接続され、第 2の高周波電源 51は同軸ケーブルを介してインピーダン
ス整合回路 10´のバンドパスフィルタ部に接続される。高周波伝送手段 22の構成は図２と
同一なので説明を省略する。
【００３９】
次に、本発明に係る高周波伝送手段 22の好適実施例について説明する。図４は本発明に係
る高周波伝送手段 22及びシャワーヘッド 4の分解斜視図を示す。高周波伝送手段 22は金属
製の分配プレート 54を含む。該分配プレート 54は中央のオフセット部 57と左右のアーム部
56、 56'から成る。インピーダンス整合回路 10の出力端子 55は、オフセット部 57に接続さ
れる。分配プレート 54のアーム部 56、 56'には 2本の第 1中空銅管 60、 60'が該アーム部に対
して垂直かつ互いに平行になるようボルト締結されている。第 1中空銅管 60、 60'の他端に
は２枚の金属製の連結プレート 61、 61'が当該第 1中空銅管に対して垂直かつ互いに平行に
なるようボルト締結されている。第 1中空銅管 60、 60'の両端部付近には少なくともひとつ
の円環形状のフェライトコア 59、 59'が挿着されており、該フェライトコア 59、 59'と分配
プレート及び連結プレートとの間にはフェライトコア 59、 59'を固定するためのテフロン
（登録商標）樹脂製の絶縁リング 58、 58'が挿着されている。
【００４０】
連結プレート 61、 61'には他に、第 1中空銅管よりも短い２本の第２中空銅管 65、 65'が第 1
中空銅管 60、 60'に対して平行かつ互いに平行になるようにボルト締結されている。第２
中空銅管 65、 65'の他端には２枚の金属製の連結プレート 64、 64'が当該第２中空銅管に対
して垂直かつ互いに平行になるようボルト締結されている。第２中空銅管 65、 65'の両端
付近にも少なくともひとつの円環形状のフェライトコア 63、 63'が挿着されており、該フ
ェライトコア 63、 63'と連結プレートとの間にはフェライトコア 63、 63'を固定するための
テフロン（登録商標）樹脂製の絶縁リング 62、 62'が挿着されている。少なくともひとつ
のフェライトコア 59及び絶縁リング 58を有する第１中空銅管 60、連結プレート 61並びに少
なくともひとつのフェライトコア 63及び絶縁リング 62を有する第２中空銅管 65によって、
図２のインダクタ 37が構成される。同様に、少なくともひとつのフェライトコア 59'及び
絶縁リング 58'を有する第１中空銅管 60'、連結プレート 61'並びに少なくともひとつのフ
ェライトコア 63'及び絶縁リング 62'を有する第２中空銅管 65'によって、図２のインダク
タ 38が構成される。
【００４１】
連結プレート 64には、長さの等しい第 3中空銅管 68及び第４中空銅管 69が連結プレート 64
に対して垂直かつ連結プレート 64をはさんで互いに一直線となるように接続されている。
同様に、連結プレート 64'には、長さの等しい第 3中空銅管 68'及び第４中空銅管 69'が連結
プレート 64'に対して垂直かつ連結プレート 64'をはさんで互いに一直線となるように接続
されている。第３中空銅管 68、 68'の他端には金属製の給電コネクタ 72、 72'が接続され、
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第４中空銅管 69、 69'の他端には金属製の給電コネクタ 73、 73'が接続されている。第３中
空銅管 68、 68'の両端付近には少なくともひとつの円環形状のフェライトコア 67、 67'が挿
着されており、該フェライトコア 67、 67'と連結プレート及び給電コネクタとの間にはフ
ェライトコア 67、 67'を固定するためのテフロン（登録商標）樹脂製の絶縁リング 66、 66'
が挿着されている。同様に、第４中空銅管 69、 69'の両端付近には少なくともひとつの円
環形状のフェライトコア 70、 70'が挿着されており、該フェライトコア 70、 70'と連結プレ
ート及び給電コネクタとの間にはフェライトコア 70、 70'を固定するためのテフロン（登
録商標）樹脂製の絶縁リング 71、 71'が挿着されている。少なくともひとつのフェライト
コア 67及び絶縁リング 66を有する第３中空銅管 68によって、図２のインダクタ 41が構成さ
れ、少なくともひとつのフェライトコア 70及び絶縁リング 71を有する第４中空銅管 69によ
って、図２のインダクタ 42が構成される。同様に、少なくともひとつのフェライトコア 67
'及び絶縁リング 66'を有する第３中空銅管 68'によって、図２のインダクタ 43が構成され
、少なくともひとつのフェライトコア 70'及び絶縁リング 71'を有する第４中空銅管 69'に
よって、図２のインダクタ 44が構成される。
【００４２】
分配プレート 54、連結プレート 61、 64、 61'、 64'、ナット、給電コネクタ 72、 73、 72'、 7
3'は、金、銀若しくは銅から製造される。銅の場合には表面に金若しくは銀を０ .１μ m以
上メッキしたものを使用する。中空銅管と連結プレート若しくは給電コネクタとの接続は
、中空銅管の端部を外ネジ加工することによりナットで行う。その際、真鍮製のナットを
使用してもよい。
【００４３】
インピーダンス整合回路の出力端子 55から、分配プレート 54を経て、第 1中空銅管 60、連
結プレート 61、第２中空銅管 65、連結プレート 64、第３中空銅管 68、及び給電コネクタ 72
を介し、給電端子 74に接続される伝送経路は、図２の第 1高周波伝送系統に相当する。イ
ンピーダンス整合回路の出力端子 55から、分配プレート 54を経て、第 1中空銅管 60、連結
プレート 61、第２中空銅管 65、連結プレート 64、第４中空銅管 69、及び給電コネクタ 73を
介し、給電端子 75に接続される伝送経路は、図２の第２高周波伝送系統に相当する。イン
ピーダンス整合回路の出力端子 55から、分配プレート 54を経て、第 1中空銅管 60'、連結プ
レート 61'、第２中空銅管 65'、連結プレート 64'、第３中空銅管 68'、及び給電コネクタ 72
'を介し、給電端子 76に接続される伝送経路は、図２の第３高周波伝送系統に相当する。
インピーダンス整合回路の出力端子 55から、分配プレート 54を経て、第 1中空銅管 60'、連
結プレート 61'、第２中空銅管 65'、連結プレート 64'、第４中空銅管 69'、及び給電コネク
タ 73'を介し、給電端子 77に接続される伝送経路は、図２の第４高周波伝送系統に相当す
る。
【００４４】
シャワーヘッド 4の上面には、その中心に関して回転対称な位置に等間隔で給電端子 74、 7
5、 76、 77が設けられている。給電コネクタ 72、 73、 72'、 73'はそれぞれ給電端子 74、 75
、 76、 77と接続される。こうして、インピーダンス整合回路 10の出力端子 55から供給され
た高周波電力は、４系統に分配されてシャワーヘッド 4に設けられた給電端子 74、 75、 76
、 77に給電される。
【００４５】
４系統の高周波電力伝送回路のインピーダンスは、第 1から第４までの中空銅管に挿着さ
れたフェライトコアの個数を調整することで調節することができる。この結果、４系統の
高周波電力伝送回路のインピーダンスをそれぞれ独立に調節することができるため、４つ
の給電端子 74、 75、 76、 77に分割給電される高周波電力値を実質的に等価にすることが可
能となる。
【００４６】
図５は、図１の反応室 2の拡大断面図である。反応室 2内部には半導体基板 9を載置するた
めのサセプタ 3が設置される。反応室 2内部の天井部には該サセプタ 3に対向してシャワー
ヘッド 4が設置される。シャワーヘッド 4の底面には数千個の細孔 80が設けられている。シ
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ャワーヘッド 4と反応室の天井 82との間には空間 84が設けられ、該空間 84内部にはシャワ
ーヘッド 4と平行にガス分散板 83が設置されている。ガス分散板 83には所定の数の開口 81
が設けられている。反応室の天井中央にはガス導入口 32が設けられており、該ガス導入口
32から導入された反応ガスはガス分散板 83の開口 81を通過し、シャワーヘッド 4の細孔 80
から半導体基板 9に均一に噴射される。シャワーヘッド 4の外周部上面 88には給電端子 74、
75、 76、 77がシャワーヘッド 4の中心に関して回転対称な位置に等間隔で結合されている
。給電端子に高周波電力が給電されると、シャワーヘッド 4とサセプタ 3との間の反応空間
85にプラズマ放電が生じる。シャワーヘッド 4の下方には排気バランサー 87が設けられて
いる。排気バランサー 87の下部には円環状のリングプレート 89が設けられている。排気バ
ランサー 87とリングプレート 89によってチャネル 86が構成される。排気バランサー 87の側
面には排気口 20が設けられており、反応室 2内のガスはチャネル 86を通って排気口 20を介
し外部の真空ポンプによって排気される。
【００４７】
次に、本発明に係る炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法について説明する。炭素含有
シリコン酸化膜の形成には図１に示されたプラズマ処理装置 1を使用する。搬送室から搬
送されたφ３００ mmの半導体基板 9を反応室 2内のサセプタ 3上に載置する。シャワーヘッ
ド 4とサセプタ 3との間の距離（電極間隔）は５ mmから１００ mm、好適には１０ mmから５０
mmさらに好適には２０ mmから３０ mmに設定する。成膜処理に入る前に、フェライトコアの
個数を調節し４つの伝送系統の特性インピーダンスが均等になるよう調整しておく。
【００４８】
まず本発明に係る炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法は、半導体基板 9を加熱する工
程を含む。温度制御器 16からシースヒータ 26に電流を流し、サセプタ 3により半導体基板 9
を２００℃から４２０℃、好適には３００℃から４００℃、さらに好適には３５０℃から
３９０℃に加熱する。同時にシャワーヘッド 4を上部に取り付けられたヒータ（図示せず
）により１００℃から３００℃に加熱する。
【００４９】
また本発明に係る炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法は、反応ガスを反応室 2内に導
入する工程を含む。反応ガスは材料ガス及び添加ガスから成る。材料ガスは、シリコン、
酸素、炭化水素から構成されるアルコキシシリコン化合物から成る。アルコキシシリコン
化合物として、好適には、ジメトキシジメチルシラン Si(OCH3)2(CH3)2（以下、 DMDMOSと
いう）が使用されるが、これ以外に Si(OCH3)3CH3、 SiOCH3(CH3)3、 Si2O(CH3)6、 Si2O(OCH
3)2(CH3)4、 Si(OCH3)2C2H5CH3、 Si(OCH3)2(C2H5)2のいずれかを使用することもできる。
アルコキシシリコン化合物の替わりに、アルキルシリコン化合物及び酸素含有ガスの混合
物を使用してもよい。この場合、アルキルシリコン化合物として、 Si(CH3)4、 SiH(CH3)3
、 SiH2(CH3)2などが使用され、酸素含有ガスとして CO2、 N2O、 O2、 O3またはこれらの混合
物が使用される。添加ガスは不活性ガス若しくは窒素ガス、または不活性ガス及び窒素ガ
スの混合ガスから成る。ここで不活性ガスは、好適にはヘリウムであるが、アルゴン、ネ
オン、キセノン若しくはクリプトンであってもよい。材料ガスは、質量流量制御器によっ
て１００ sccmから５００ sccm、好適には１５０ sccmから３００ sccm、さらに好適には２０
０ sccmから２５０ sccmに流量制御されて、ガス流入ポート 5からガス導入口 32を介しシャ
ワーヘッド 4に導入される。同様に添加ガスは、質量流量制御器により２０ sccmから５０
０ sccm、好適には３０ sccmから２００ sccm、さらに好適には５０ sccmから１５０ sccmに流
量制御されて、ガス流入ポート 5からガス導入口 32を介しシャワーヘッド 4に導入される。
【００５０】
さらに本発明に係る炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法は、反応室 2内の圧力を２０
０から２６６０ Pa、好適には４００から１０００ Pa、より好適には６００から８００ Paに
保持する工程を含む。反応室 2内の圧力は圧力計 29によってモニターされ、制御装置 28に
転送される。制御装置 28はモニターされた圧力値に応答して、コンダクタンス調整バルブ
21の開度を調節し、反応室 2内部を所望の圧力に保持する。
【００５１】
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さらにまた本発明に係る炭素含有シリコン酸化膜を形成する方法は、高周波電力給電シス
テム 30によってシャワーヘッド 4に２７ .１２ MHzの高周波電力を給電する工程を含む。高
周波電力は１０００から５０００ W、好適には１５００から３０００ W、さらに好適には２
０００から３０００ Wで印加される。高周波電力は高周波伝送手段 22により均等に４分割
されて、シャワーヘッド 4の各給電端子 74、 75、 76、 77に給電される。
【００５２】
本発明に係る方法に従えば、比誘電率２ .５～３ .１の炭素含有シリコン酸化膜を４００ nm
／ min以上の速度で成膜することができた。φ３００ mm半導体基板内の膜厚均一性（（最
大値－最小値）／２を平均値で除した値のパーセント表示）を±１ .５％から±３％に抑
えることができた。
【００５３】
次に、本発明に係る窒素含有シリコンカーバイド膜を形成する方法について説明する。窒
素含有シリコンカーバイド膜の場合にも炭素含有シリコン酸化膜と同様に基本的には図１
に示されるプラズマ処理装置 1を使用するが、高周波電力の給電には図３に示される高周
波電力給電システム 30´を使用する。搬送室から搬送されたφ３００ mmの半導体基板 9を
反応室 2内のサセプタ 3上に載置する。シャワーヘッド 4とサセプタ 3との間の距離（電極間
隔）は５ mmから１００ mm、好適には１０ mmから５０ mmさらに好適には１５ mmから２５ mmに
設定する。成膜処理に入る前に、フェライトコアの個数を調節し４つの伝送系統の特性イ
ンピーダンスが均等になるよう調整しておく。
【００５４】
まず本発明に係る窒素含有シリコンカーバイド膜を形成する方法は、半導体基板 9を加熱
する工程を含む。温度制御器 16からシースヒータ 26に電流を流し、サセプタ 3上の半導体
基板 9を２５０℃から４２０℃、好適には３００℃から３９０℃、さらに好適には３３０
℃から３７０℃に加熱する。同時にシャワーヘッド 4を上部に取り付けられたヒータ（図
示せず）により１００℃から３００℃に加熱する。
【００５５】
また本発明に係る窒素含有シリコンカーバイド膜を形成する方法は、反応ガスを反応室 2
内に導入する工程を含む。反応ガスは材料ガス及び添加ガスから成る。材料ガスは、シリ
コン及び炭化水素から構成されるアルキルシリコン化合物、及び NH3から成る。アルキル
シリコン化合物として好適には Si(CH3)4が使用されるが SiH(CH3)3を使用してもよい。添
加ガスは不活性ガス若しくは窒素ガスから成る。ここで不活性ガスは、好適にはヘリウム
であるが、アルゴン、ネオン、キセノン若しくはクリプトンであってもよい。材料ガスで
ある Si(CH3)4は、質量流量制御器によって１００ sccmから１５００ sccm、好適には２００
sccmから１０００ sccm、さらに好適には２５０ sccmから５００ sccmに流量制御されて、ガ
ス流入ポート 5からガス導入口 32を介しシャワーヘッド 4に導入される。材料ガスである NH
3は質量流量制御器によって１００ sccmから１５００ sccm、好適には２００ sccmから５０
０ sccm、さらに好適には２５０ sccmから５００ sccmに流量制御されて、ガス流入ポート 5
からガス導入口 32を介しシャワーヘッド 4に導入される。添加ガスであるヘリウムは、質
量流量制御器により１０００ sccmから１５０００ sccm、好適には２０００ sccmから１００
００ sccm、さらに好適には３５００ sccmから６０００ sccmに流量制御されて、ガス流入ポ
ート 5からガス導入口 32を介しシャワーヘッド 4に導入される。
【００５６】
さらに本発明に係る窒素含有シリコンカーバイド膜を形成する方法は、反応室 2内の圧力
を２００から２６６０ Pa、好適には４００から１０００ Pa、より好適には６００から８０
０ Paに保持する工程を含む。反応室 2内の圧力は圧力計 29によってモニターされ、制御装
置 28に転送される。制御装置 28はモニターされた圧力値に応答して、コンダクタンス調整
バルブ 21の開度を調節し、反応室 2内部を所望の圧力に保持する。
【００５７】
さらにまた本発明に係る窒素含有シリコンカーバイド膜を形成する方法は、高周波電力給
電システム 30´によってシャワーヘッド 4に２７ .１２ MHzの第１の高周波電力及び３００ k
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Hzから５００ kHzの第２の高周波電力を重畳して給電する工程を含む。第１の高周波電力
は３００から１５００ W、好適には５００から１０００ Wで印加され、第２の高周波電力は
３０から５００ W、好適には７５から３００ Wで印加される。高周波電力は高周波伝送手段
22により均等に４分割されて、シャワーヘッド 4の各給電端子 74、 75、 76、 77に給電され
る。
【００５８】
本発明に係る方法に従えば、比誘電率４ .０～５ .０の窒素含有シリコンカーバイド膜を１
００ nm／ min以上の速度で成膜することができた。φ３００ mm半導体基板内の膜厚均一性
を±１ .５％から±３％に抑えることができた。
【００５９】
変形的に、窒素含有シリコンカーバイド膜の代わりに酸素含有シリコンカーバイド膜を形
成することもできる。その場合には、材料ガスとして DMDMOS及び CO2、添加ガスとして He
を使用する。材料ガスとして Si(CH3)4若しくは SiH(CH3)3及び CO2、 O2若しくは N2Oを用い
ることもできる。
【００６０】
【実施例】
以下、本発明に係るプラズマ処理装置を使って、炭素含有シリコン酸化膜を形成する実験
を行ったので説明する。実験では、材料ガスとして DM-DMOSを用い、添加ガスとしてヘリ
ウムを用いた。反応ガスの流量及び高周波電力の値を変えた場合について膜特性を評価し
た。
【００６１】
（実験１）
成膜条件：
電極間隔：　　　　　　　　 25mm
材料ガス： DM-DMOS　　　 140sccm
添加ガス： He　　　　　　　 50sccm
高周波電力：　　　　　 27.12MHz　　 1700W
基板温度：　　　　　　　　 385℃
圧力：　　　　　　　　　　 560Pa
【００６２】
（実験２）
成膜条件：
電極間隔：　　　　　　　　 25mm
材料ガス： DM-DMOS　　　 100sccm
添加ガス： He　　　　　　　 80sccm
高周波電力：　　　　　　　 27.12MHz　　 1600W
基板温度：　　　　　　　　 385℃
圧力：　　　　　　　　　　 560Pa
【００６３】
（実験３）
成膜条件：
電極間隔：　　　　　　　　 25mm
材料ガス： DM-DMOS　　　 220sccm
添加ガス： He　　　　　　　 80sccm
高周波電力：　　　　　　　 27.12MHz　　 2500W
基板温度：　　　　　　　　 385℃
圧力：　　　　　　　　　　 560Pa
【００６４】
（実験４）
成膜条件：

10

20

30

40

50

(11) JP 3846881 B2 2006.11.15



電極間隔：　　　　　　　　 25mm
材料ガス： DM-DMOS　　　 180sccm
添加ガス： He　　　　　　　 100sccm
高周波電力：　　　　　　　 27.12MHz　　 2200W
基板温度：　　　　　　　　 385℃
圧力：　　　　　　　　　　 560Pa
【００６５】
表１に上記実験条件にて成膜した炭素含有シリコン酸化膜の膜特性を示す。なお、比誘電
率の測定には水銀プローブ測定器が用いられた。
【００６６】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６７】
表１の結果より、本発明に従えば、比誘電率が低く、機械的強度が高い炭素含有シリコン
酸化膜を形成することができた。これは、２７ .１２ MHzの高周波電力を印加したことで、
反応ガスの過分解が抑制され、シロキサン構造を有する炭素含有シリコン酸化膜が形成さ
れたためであると考えられる。
【００６８】
また、表１の結果より、本発明に従えば、φ３００ mmの大口径半導体基板上に成膜した場
合の膜厚均一性を±１ .７％以内に抑えることができた。これは、中空銅管をインダクタ
として採用しそれに着脱可能なフェライトコアを適宜挿着したことにより、インピーダン
ス整合回路から給電端子までの４つの伝送系統のすべてにおいて特性インピーダンス及び
電力損失を均一に調整することができたためであると考えられる。
【００６９】
次に、本発明に係るプラズマ処理装置を使って、窒素含有シリコンカーバイド膜を形成す
る実験を行ったので説明する。実験では、材料ガスとして Si(CH3)4及び NH3を用い、添加
ガスとしてヘリウムを用いた。反応ガスの流量、高周波電力の値及び圧力を変えた場合に
ついて膜特性を評価した。
【００７０】
（実験５）
成膜条件：
電極間隔：　　　　　　　　 20mm
材料ガス： Si(CH3)4　　　 250sccm
NH3　　　　　 250sccm
添加ガス： He　　　　　　 2500sccm
第１高周波電力：　　　　　 27.12MHz　　 800W
第２高周波電力：　　　　　 400kHz　　　 100W
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基板温度：　　　　　　　　 365℃
圧力：　　　　　　　　　　 600Pa
【００７１】
（実験６）
成膜条件：
電極間隔：　　　　　　　　 20mm
材料ガス： Si(CH3)4　　　 350sccm
NH3　　　　　 350sccm
添加ガス： He　　　　　　 4500sccm
第１高周波電力：　　　　　 27.12MHz　　 830W
第２高周波電力：　　　　　 400kHz　　　 100W
基板温度：　　　　　　　　 365℃
圧力：　　　　　　　　　　 665Pa
【００７２】
表２に上記実験条件にて成膜した窒素含有シリコンカーバイド膜の膜特性を示す。なお、
比誘電率の測定には水銀プローブ測定器が用いられた。リーク電流測定用に印加された電
圧は２ MV/cmである。
【００７３】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７４】
表２の結果より、本発明に従えば、比誘電率が低く、リーク電流の小さい窒素含有シリコ
ンカーバイド膜を形成することができた。これは、２７ .１２ MHz及び４００ kHzの高周波
電力を重畳して印加したことで、反応ガス中のアルキル基の過分解が抑制され、水素をメ
チル基として取り込んだ窒素含有シリコンカーバイド膜が形成されたためであると考えら
れる。
【００７５】
また、表２の結果より、本発明に従えば、φ３００ mmの大口径半導体基板上に成膜した場
合の膜厚均一性を±１ .８％以内に抑えることができた。これは、中空銅管をインダクタ
として採用しそれに着脱可能なフェライトコアを適宜挿着したことにより、インピーダン
ス整合回路から給電端子までの４つの伝送系統のすべてにおいて特性インピーダンス及び
電力損失を均一に調整することができたためであると考えられる。
【００７６】
【効果】
本発明に係るプラズマ処理装置により、直径３００ mmの大面積半導体基板上への成膜にお
いて±３％以下の膜厚均一性を達成することができた。
【００７７】
また、本発明に係る炭素含有シリコン酸化膜の形成方法により、２７ .１２ MHzの高周波電
力を使って、誘電率が低くかつ機械的強度が高い炭素含有シリコン酸化膜を形成すること
ができた。
【００７８】
さらに、本発明に係る窒素含有シリコンカーバイド膜の形成方法により、２７ .１２ MHzの
高周波電力を使って、誘電率が低くかつリーク電流の小さい窒素含有シリコンカーバイド

10

20

30

40

50

(13) JP 3846881 B2 2006.11.15



膜を形成することができた。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は、本発明に従うプラズマ処理装置の断面略示図である。
【図２】図２は、本発明に従うプラズマ処理装置の高周波電力給電システムの概要を示し
たものである。
【図３】図３は、図２の高周波電力給電システムの変形例を示す。
【図４】図４は、本発明に従うプラズマ処理装置に用いられる高周波伝送手段の好適実施
例の斜視図である。
【図５】図５は、本発明に従うプラズマ処理装置に用いられる反応室の拡大図である。
【符号の説明】
1　　　　　プラズマ処理装置
2　　　　　反応室
3　　　　　サセプタ
4　　　　　シャワーヘッド
5　　　　　反応ガス流入ポート
6　　　　　バルブ
7　　　　　熱電対
8　　　　　高周波電源
9　　　　　半導体基板
10　　　　　インピーダンス整合回路
11　　　　　反応ガス導入配管
12　　　　　クリーニングガス流入ポート
13　　　　　遠隔プラズマ室
14　　　　　ガス導入管
15　　　　　バルブ
16　　　　　温度制御器
17　　　　　配管
18　　　　　ゲートバルブ
19　　　　　開口部
20　　　　　排気口
21　　　　　コンダクタンス調整バルブ
22　　　　　高周波電力伝送手段
26　　　　　シースヒータ
27　　　　　接地
28　　　　　圧力制御装置
29　　　　　圧力計
30　　　　　高周波電力給電システム
32　　　　　ガス導入口
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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